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１．仕様書の位置づけ 

   本仕様書は、新潟県営住宅（新潟市内）の管理運営に関し、指定管理者が確保すべき 

基準を示すものである。 

 

２．管理施設の特徴、内容 

   新潟県営住宅（新潟市内）の特徴、内容は、別紙１「管理施設の概要」のとおりとす 

る。 

 

３．基本的な考え方 

   県営住宅は公営住宅法に基づき、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、

これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、国民生

活の安定を社会福祉の向上に寄与することを目的として設置しているものであること

から、この趣旨を十分に理解し尊重した上で、業務を行わなければならない。 

 

４．賃貸住宅管理業の登録 

   指定管理者（共同事業体の場合は主たる団体）は「賃貸住宅の管理業務等の適正化に

関する法律」（令和２年法律第 60 号）に定められた賃貸住宅管理業の登録等（変更、更

新等含む）を行うこと。あわせて業務管理者を選任等（変更、更新等含む）すること。 

   登録、選任等を行った場合は、県に報告すること。 

 

５．業務の実施場所 

   指定管理者は、指定管理者の負担により、新潟市内に窓口機能を有する業務実施場所

を１か所以上設置するものとする。その際、１か所は必ず新潟市北区に所在する早通北

住宅・早通南住宅の近隣に設置するものとする。 

なお、新潟県住宅供給公社が現在事務所として利用している物件（※）の利用を希望

する場合は、事業計画書にその旨記載すること。 

 

（※）物件住所 

   ・新潟市中央区新光町 15 番地２（県公社総合ビル）２階 

   ・新潟市北区早通南１－１－４ 

 

６．業務時間 

   窓口は平日の午前８時 30 分から午後５時 15 分までの間は必ず開設するものとし、

時間中は業務の実施場所に職員が常駐することとする。 

   また、休日を含む業務時間外においては、入居者からの緊急修繕依頼等に対応できる

体制を構築すること。 

   なお、窓口業務について、デジタル化やオンライン化することで、業務時間中に業務

の実施場所に職員が常駐せず、上記と同等以上の体制が確保できる場合については、県

とその方法を協議したうえで実施することができる。 

 

７．県営住宅管理システム 

   県営住宅を管理するため、県営住宅管理システムを利用すること。 

・システムを搭載した端末機器は県が設置し、指定管理者に貸与する。 

   ・法令の変更等に基づくシステムの改修や機器更新等に係る経費は県が負担する。 

   ・システム接続に伴う回線使用料、システムサーバー及びクライアント等の賃借料 

及び維持管理に係る経費は指定管理者で負担する。 
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   ・システムサーバー及びクライアント等については指定管理者とシステム構築事業 

者で賃貸借に関する契約を締結する。 

   ・システムの接続回線は専用回線を利用し、セキュリティを確保するためインター 

ネット等他のネットワークに接続しないこと。 

 

８．指定管理者が行う業務 

   指定管理者が行う業務は、別紙２「指定管理者が行う県営住宅管理事務一覧」のとお

りとする。また、次の各号に定める点に留意するほか、別紙３「入居者等管理業務に係

る主な業務分担表」を参照すること。 

 

 (１) 管理関係事務について 

   ① 公募及び入居業務について 

    ア 募集スケジュール等を記載した入居案内を毎年１月に作成すること。県の確

認をもって完成とし、完成後の入居案内と入居申込書を業務実施場所に備えお

くこと。あわせて新潟市へも提供すること。 

    イ 公募にあたっては、募集住戸を選定のうえ定期募集（年５回）のほか随時募集

も実施すること。定期募集の対象住戸について決まり次第、新潟市へも情報提供

すること。 

     ※ア、イに係る新潟市への提供については、下記（４）⑥を参照のこと 

    ウ 公募の周知のため、ホームページを開設し、募集情報等必要な情報を提供する

こと。 

    エ 入居希望者からの問合せがあった場合は的確かつ丁寧に対応すること。また、

入居希望者から申込書等の提出があった場合は、書類等の添付を確認した上で

申込書を受理し、登録すること。新潟市が受け付けた申請書が県経由で送付され

た場合も同様とする。申込み締切り後、申込者に登録済証を交付すること。 

    オ 入居者の選考・抽選に当たっては、公開を原則とし、抽選時には県職員の立合

いの下で実施すること。 

    カ 選考・抽選の結果、当選者が決定した場合は、速やかに当選者に結果を通知す

ること。 

    キ 当選者の入居資格審査については、書類審査ほか、必要により当選者に確認す

るなどにより、確実に実施すること。 

    ク 入居に関する注意点等を記載した「入居のしおり」を作成すること。 

    ケ 入居資格審査を終えた当選者に対し、入居説明会を実施すること。説明会では、

入居に係る請け書、口座振替申込書など必要書類の配布、「入居のしおり」に基

づき入居時の説明（入居方法、家賃未払時における連帯保証人請求や、退去時の

修繕費用、収入が増えた場合の措置など）を行うとともに、入居に係る請け書を

受け付ける際に、連帯保証人に対して電話もしくは文書で保証人引受承諾の意

思確認と趣旨説明を行うこと。 

     ※なお、今後、連帯保証人の取扱いを終了することとなった場合は、事務が変更

となる可能性がある。 

    コ 入居予定者の住戸が決定した場合には、その情報を住宅管理システムに入力
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の上、「県営住宅入居決定書(案)」を出力し、建築住宅課へ送付すること。 

    サ 建築住宅課から押印済の「県営住宅入居決定書」及び敷金の納入通知書の送付

があり次第、速やかに入居者へ送付すること。なお「県営住宅入居者収入認定及

び家賃通知書」については、住宅管理システムから必要事項を出力の上、上記と

併せて送付すること 

    シ 入居可能日までに請書及びその他必要書類の提出と敷金に係る領収書を確認

の上、住戸の鍵を交付すること。 

    ス 入居者から敷金を徴収する場合については、別添「新潟県営住宅（新潟市内）

敷金の受払等事務処理要綱」に沿って事務処理を行うこと。その際、「新潟県住

宅供給公社」の記載に準じて事務を行うこと。（要綱は指定管理開始時に改正予

定） 

    セ 入居希望者が少ない住戸（４階、５階等の高層階等）については、随時募集を

活用するなど、空き住戸の解消を図ること。 

    ソ 手続きの途中で辞退を希望する者があった場合は、随時、辞退届を受理するこ

と。 

 

   ② 退去事務について 

    ア 入居者から退去相談があった場合は、退去時の修繕について指示するととも

に、敷金還付又は家賃未払い時及び退去修繕費への敷金充当について説明する

こと。 

    イ 入居者から県営住宅明渡し届の提出があった場合は、退去修繕の指示、退去検

査の日時等の打合せを行うこと。 

    ウ 退去修繕が終了した場合、退去検査を行うこと。ただし、事情により退去者 

自らが退去修繕手続きを行えない場合は、退去修繕費を徴収の上、退去修繕を 

実施するものとする。 

    エ 検査が完了した場合、退去者から速やかに敷金還付請求書を受理し、建築住宅

課に送付すること。 

    

   ③ 収入調査、家賃決定補助事務について 

    ア 収入申告業務について、建築住宅課の依頼により指定管理者で申告書等の印

刷を行い、毎年６月中旬を目処に、県営住宅管理人等を通じて入居者に配布する

こと。 

    イ 入居者から提出のあった収入申告書及び添付書類の審査を行い、申告内容を

住宅管理システムに入力の上、入力結果を建築住宅課に送付すること。収入未申

告者に対しては、申告の督促を行うこと。なお、毎年 12 月上旬を目処に未申告

者の課税台帳等による収入調査を建築住宅課へ依頼すること。 

    ウ 収入超過者及び高額所得者に該当する入居者については、当該入居者の認定

通知書を出力し、上記イの入力結果と併せて建築住宅課へ送付すること。 

    エ 建築住宅課による収入認定及び家賃決定があり、また、「県営住宅入居者収入

認定及び家賃通知書」の送付があり次第、住宅管理システムから必要事項を出力

し、毎年２月末日までに入居者に送付すること。 
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   ④ 使用料に関する事務について 

     家賃及び駐車場使用料の収納については、別紙４「県営住宅（新潟市内）に係る

家賃等徴収事務に関する仕様書」に沿って事務を行うこと。 

 

 (２) 駐車場の管理関係事務について 

   ① 駐車場使用の手続きについて 

    ア 駐車場使用希望者から問い合わせがあった場合は、的確かつ丁寧に対応する

こと。 

    イ 入居者から提出のあった駐車場使用申込書及び添付書類の審査を行い、内容

を住宅管理システムに入力の上、「県営住宅駐車場使用決定書(案)」を出力し、

建築住宅課へ送付すること。 

    ウ 建築住宅課から押印済の「県営住宅駐車場使用決定書」の送付があり次第、速

やかに使用者に送付すること 

    エ 使用者から明渡しの申出があった場合は、返還手続きについて指示等を行う

こと 

    オ 駐車場明渡し届を受理後、調定の停止のうえ、駐車場使用料の日割り計算の額

及び納入状況を確認し、必要により還付処理等を行うなど、適切に清算すること 

    カ 駐車場の契約は団地毎に定期的に更新が必要であり、更新に当たっては駐車

場使用申込書及び添付書類をとりまとめ、上記イ及びウに準じて手続きを行う

こと 

    キ 使用者から車両の変更等に係る届出があった場合は、内容を審査後、住宅管理

システムの情報を更新すること 

    ク 駐車場使用料の減免申請については、申請書及び自動車税又は軽自動車税の

減免を受けていることを証する書類を確認し、審査した上で、建築住宅課に送付

すること 

建築住宅課による減免決定により「県営住宅家賃等減免(徴収猶予)決定通知書」

の送付があり次第、住宅管理システムから必要事項を出力し、速やかに使用者に

送付すること 

 

② その他の手続き等について 

   ア 車庫証明の申請時の添付書類の一つである「自動車保管場所使用承諾証明書」

について、発行手続きを適切に行うこと 

    イ 駐車場使用者が使用料の滞納を続けた場合又は不正な行為等を行うなど、取

消の要件に合致する場合は、県に報告すること。 

 

 (３) 維持修繕・保守点検等について  

   ① 県営住宅等の維持修繕について 

    ア 維持修繕業務は、県による直轄修繕以外の修繕を行うものとし、専門業者に委

託することができる。 

      ＜県による直轄修繕＞ 

      緊急修繕・計画修繕のうち、建築物の構造上主要な部分又は建築設備にかかる
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以下のもの（ただし、部分的な修繕は除く。） 

     ・屋上防水 ・外壁塗装 ・外部建具 ・電気設備 ・給水設備 ・排水設備 

     ・ガス設備 ・その他主要な部分 

    イ 修繕金額については、刊行物（建設物価、積算資料等）及び市場取引価格等を

参考に適正な価格を決定すること 

    ウ 退去修繕（居住者が退去した際に行う修繕）について、入居者の原因による汚

損、破損等の修繕に要した費用は入居者の負担とすること 

    エ 入居者と指定管理者との修繕区分については、原則として別紙５「県営住宅の

修繕と費用の負担区分」によるものとするが、これにより難い場合は、その都度、

県と協議すること 

    オ 具体的な事務については、次のとおりとすること 

・ 修繕内容及び発注状況を「県営住宅修繕発注台帳」で整理するとともに、必

要により、修繕内容や範囲について県と協議すること 

・ 修繕工事の実施後は、修繕業者に「工事完了確認書」を作成させ、修繕内容

を確認するとともに、必要により現地確認を行い、工事代金を支払うこと 

・ 毎月 10 日までに、別に定める様式により、維持修繕費の執行状況を建築住

宅課に報告すること 

 

   ② 県営住宅の保守管理業務について 

    ア 保守管理業務は専門業者に委託することができる 

    イ エレベーター、給水施設及び防火設備については、部材等の損耗状況を常時把

握し、居住者等に対する事故等を未然に防止するとともに、点検結果を修繕計画

に的確に反映すること（具体的な業務内容は、別紙６「保守点検業務内容につい

て」を参照のこと。） 

    ウ 貯水槽については、清掃、水質検査等、常時適正な状態に維持すること 

 

   ③ 日常における点検業務について 

    ア 日頃から建物の状況や敷地内（共同施設含む。）の日常点検を行い、修繕が必

要な場合は適宜修繕を実施すること。 

 

    イ 入居者（自治会等含む。）で対応できない敷地内樹木の剪定等、安全上必要な

維持管理を随時行うこと。 

 

 (４) その他の事務について  

   ① 住宅管理人の設置等の事務について 

    ア 入居者の中から、適宜住宅管理人を選定し、管理人報酬を支払うこと（選定結

果に基づき、建築住宅課が決定を行う。）。 

    イ 早通北・早通南団地については、必要により、自治会連合会に一部管理業務を

委託しても差し支えない。 

    ウ 入居者宛て文書の配布依頼及び、苦情・要望等の各種報告を受ける等、住宅管

理人と連携を取りながら管理業務を行うこと。 
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   ② 防火管理者の設置等の事務について 

    ア 消防法（昭和 23年法律第 186 号）の規定に基づき、防火管理者を選任し、消

防署への届出を行うこと。早通団地については指定管理者が防火管理者となり、

他団地については団地内入居者から選任しても差し支えない。 

    イ 消防関係法令に定められた講習会の受講指示を行うとともに、消防訓練をは

じめとする防火管理者業務を行うよう指導すること。 

 

 

   ③ 入居者等からの苦情等の処理について 

    ア 入居者等から要望、苦情、相談を受けたときは、速やかに対応するとともに、

その内容を記録し、必要に応じて建築住宅課に報告すること。 

    イ 対応に検討を要するものについては、建築住宅課と協議の上、対応すること。 

    ウ 突発的に発生する入居者の事故等に対処するため、休日・夜間の連絡・処理体

制を整備すること。 

 

   ④ 減免・意見申述等に係る事務について 

    ア 減免について、入居者から提出のあった申請書及び添付書類の審査を行い、内

容を住宅管理システムに入力の上、建築住宅課へ送付すること。 

    イ 建築住宅課の減免決定により、「県営住宅家賃等減免（徴収猶予）決定通知書」

の送付があり次第、住宅管理システムから必要事項を出力し、速やかに入居者に

送付すること。 

    ウ 意見申述について、入居者から提出のあった意見申述書及び添付書類の審査

を行い、内容を住宅管理システムに入力の上、「県営住宅入居者収入変更及び家

賃変更通知書(案)」を出力し、建築住宅課へ送付すること。 

    エ 建築住宅課から押印済の「県営住宅入居者収入変更及び家賃変更通知書」の送

付があり次第、速やかに入居者に送付すること。 

 

   ⑤ その他各種承認申請・届出に係る事務について 

      県営住宅の管理に必要となる各種申請・届出に関する入居者からの問合せの 

対応、受付、不足書類等の指導及び審査を適切に実施し、適宜、住宅管理システ 

ムへ入力するとともに、承認が必要となる場合には、承認申請及び添付書類を建 

築住宅課に送付すること。 

 県建築住宅課から承認書の送付があり次第、申請者に速やかに送付すること。 

   

⑥ 新潟市営住宅の申込受付事務関係について 

      新潟県と新潟市において申込受付業務に関する協定を締結しており、新潟市

内の県営住宅と新潟市営住宅それぞれの窓口において、相互受付を実施してい

るところであり、新潟市営住宅の申込受付事務については、別紙７「新潟市営住

宅の申込受付事務に関する仕様書」に沿って事務を行うこと。 
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９．業務目標 

   令和９年度の業務目標は下表のとおりとする。 

項目 目標値 

前年度末時点の県営住宅使用料等収納率（現年度分） 98.4％以上 

前年度末時点の県営住宅使用料等収納率（過年度分） 41.9％以上 

   なお、令和 10 年度以降の業務目標は前年度までの実績に基づき、毎年度算出するも 

のとし、年度ごとの業務委託契約に明示する。 

 

   指定管理者は、業務目標に対する取組状況等について、別途協定に定める管理業務実 

績報告書により建築住宅課へ報告するものとする。 

 

 

10．その他 

 ・県営住宅の整備、管理上必要とする調査等について、県に協力すること。 

 ・この仕様書に規定するものの他、疑義が生じた場合は、県とその都度協議し、定める 

こととする。 


















































